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第１章 地区センター利用促進ガイドラインの考え方 

 

１ 背景及び目的 

 現在地区センターでは、利用料金制度、指定管理者制度など、新たな制度の下、管理

運営が行われています。このような中、地区センターの指定管理者には、多様な利用者

ニーズに応え、より魅力ある施設の運営を行うことが期待されています。 

 一方で、地区センターの平均稼働率は約４３％（平成１８年度）と低い状況にあり、

市民の利用を促進することが、重要な課題となっています。 

 そこで、利用者サービス向上と利用促進につなげるため、指定管理者の創意工夫を活

かした施設運営を拡げていくとともに、設置目的に沿って公正性を確保しながら新たな

取組を進めていくため、このガイドラインを作成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ このガイドラインの位置付け 

 このガイドラインでは、各施設の状況に応じ、指定管理者が創意工夫を活かした施設

運営や事業展開が図れるよう、利用促進へ向けた取組の考え方と、取組を検討・実施す

る際の基準を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

（設置） 

第１条 地域住民が、自らの生活環境の向上のために自主的に活動し、及びｽﾎﾟｰﾂ、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ、ｸﾗﾌﾞ

活動等を通じて相互の交流を深めることのできる場として、横浜市に地区ｾﾝﾀｰを置く。 

（利用の目的） 

第２条 地区ｾﾝﾀｰは、次に掲げる事項のために、地域住民のだれもが気軽に利用することができる。 

（１）ｽﾎﾟｰﾂ、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ、ｸﾗﾌﾞ活動及び学習 

（２）講演会、研究会、展示会その他各種集会の開催 

（３）その他地域住民の自主的な活動と相互の交流のため必要な事項 

２ 横浜市は、地区センターにおいて、地域住民の福祉の向上を図るため、自ら事業を行い、

地域住民の自主的な活動を援助することができる。 

■横浜市地区センター条例（抜粋） 

※このガイドラインに掲載されている項目については、「このような取組を指定管理者

の創意工夫により実施できる」というものであり、実施しないことが指定管理者の評

価を下げるものではありません。  
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３ 新たな取組を実施するまでの流れ 

 各施設で新たな取組を実施しようとする場合は、次の通り、区と指定管理者が充分協議

のうえ、必要な手続を行ってください。 

 

 ①指定管理者及び区は、各施設の現状分析を行い、運営上の課題とその対応策としての

取組を検討します。 
 

 ②新たな取組について区と指定管理者で協議し、地区センターの設置趣旨、法令面の制

約、利用動向、実施の効果などから実現可能性や必要な手続等について整理します。 
 

 ③指定管理者は、実施内容について、地域や利用者の声を反映するため、地区センター

委員会、利用者会議等へ説明し了承を得ます。その際に出た意見等により実施内容

の改善が必要な場合は区と協議しながら調整を行います。 
 

 ④指定管理者は、最終的な取組の内容に基づき、利用料金承認申請、行政財産の目的

外使用申請その他の必要な手続を行います。 
 

 ⑤また、指定管理者は、各施設の利用要綱等について、新たな取組を実施するために必

要な変更を行います。 
 

 ⑥新たな取組の内容により必要な場合は、区と指定管理者は、変更協定書を締結しま

す。 
 

 ⑦新たな取組の実施に先立ち、利用者等に対し周知を行います。（施設運営の枠組み、

利用料金等に関する変更は実施前３ヶ月間の周知が必要） 
 

 ⑧取組を実施します。 

 

※取組実施までの手続フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 指定管理者 

新たな取組の検討 

地区センター委員会 
・利用者会議等の審議 

料金承認・目的外使用等の申請
承認・許可 

利用要綱等の変更 

新たな取組の検討 

取組の実施 

取組の内容、必要な手続等について協議 

取組の内容について最終調整 

区民への周知（区連会、議員団会議等） 

変更協定書の締結（または変更内容を備えた年度協定の締結） 

現 状 把 握 ・ 課 題 抽 出

利用者への周知 

（実施前３ヶ月以上） 
※施 設 運 営 ・利 用 料 金 の変 更 の場 合  

                            第１章 地区センター利用促進ガイドラインの考え方



 ３

第２章 利用促進ガイドライン～取組の考え方と基準～ 

 

１ 利用促進へ向けての取組の観点 

 地区センターの利用促進、利用者サービス向上を図るための取組については、各施設の

実態に応じ、主に次のような観点から、区と協議しながら検討してください。 

 

(1) 利用者ニーズに応じた柔軟な施設運営 

 現在の利用時間枠の変更や開館時間の延長等により、利用者ニーズに沿った

施設運営を行うことができます。自主事業については、参加費の考え方や講師

選定に関する制限を緩和するので、地区センターの自主事業の趣旨を踏まえた

積極的な事業展開を行うことができます。 
 

(2) 利用実態を踏まえた利用料金の工夫 

 現状の施設利用料金を、条例の上限金額の範囲内で、より利用の動向に合っ

たものに設定し、利用促進を図ることができます。また、回数割引や期間割引

などの割引料金の設定を効果的に行うことで、集客力の向上につなげることが

できます。 
 

(3) 新たなサービスの創出・新たな収入源の確保 

 利用者の利便性を向上するための新たなサービスの創出、施設を有効活用し

た増収策など、柔軟な発想で取り組むことができます。 

 

 

２ 取組の基準 

 各取組は、次の共通基準、各項目ごとの共通事項及び個々の取組の基準に基づき行う必

要があります。各取組を検討する際には、それぞれの項目の基準のほか、必ずこちらの共

通基準も参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に、各取組の考え方と基準について以下に示します。 

■共通基準  
①地区センターの設置目的に寄与するものであること。 

②稼働率向上、利用者サービスの向上、経費の縮減等の観点から行うものであること。

③利用実績等を充分に分析し、センター委員会・利用者会議等の了承が得られたもの

であること。 

④施設運営、料金等に関する変更の承認は、原則として年度協定の締結と合わせ

受けるものとし、当該指定期間内の再度の変更は、区が特にその必要性を認め

た場合を除き不可とする。 

⑤施設運営、料金等に関する変更を行う場合は、実施前３ヶ月以上の周知を行う

こと。 
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１ 利用者ニーズに即した柔軟な施設運営 

 

■現況 

地区センターの運営にあたっては、条例や規則、指定管理に関する協定その他の基準、

要綱等により、基本的なルールが定められており、施設運営の公平性が保たれています。 

 

■課題 

各施設は、それぞれの立地特性や周辺住民の年齢層等により利用傾向が異なっており、

施設によっては、基本的なルールの中だけでは、地域の利用者のニーズに対応しきれな

い場合があります。 

講師の選定条件や事業収入の制約などがある中で、指定管理者の得意分野を活かした

積極的な事業展開を図りづらい状況があります。 

 

■趣旨 

施設ごとの利用者のニーズを反映した施設運営を行うため、施設の設置目的に沿った

一定の条件のもと、柔軟な対応を可能とすることで、より利用しやすい施設としていき

ます。 

自主事業実施上の制限を緩和し、指定管理者の創意工夫による魅力的な自主事業を行

うことで、参加者の裾野を広げ、ひいては施設利用者の拡大につなげていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[本項共通事項] 

・開館時間や利用枠の変更等は、施設の利用の枠組みに関する重要な事項であり、特

に次の点に留意する必要があります 

①原則的に当該指定期間中の再変更は認められないので、利用動向を調査・分析し、

慎重に検討を行ったうえで実施すること。 

②センター委員会や利用者会議等に諮り実施内容を検討するとともに、実施に当た

っては、事前に３ヶ月間以上、利用者等への周知を行うこと。 

・その他、共通基準に従うこと。 

                           第２章 利用促進ガイドライン～取組の考え方と基準～
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取組１－(1) 利用枠等の柔軟な対応 

 

ア 利用状況を踏まえた開館時間等の設定 

利用者の拡大及び利用料金の増収を図るため、利用者のニーズに応じた開館時間、時間区分

等を柔軟に設定することができます。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（例） 

・日曜日の開館時間を１８時まで延長し、利用時間帯を３時間で揃える。 

・利用実態を考慮し、時間区分を３時間から２時間に変更する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 体育室の団体・個人利用枠に関する制限の緩和 

個人利用枠を確保する観点から、体育室を占用利用する団体利用枠は、原則総コマ数の５

割までに制限していますが、利用者のニーズに応じ、一定の範囲で広げることができるものとし

ます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[留意事項] 

・開館時間の変更は区長の決定事項です。指定管理者は変更を区に提案する形になりま

す。 

・開館時間の延長にかかる経費は指定管理者の負担とし、収入は指定管理者の収入とし

ます。 

・時間区分の変更を行う場合（開館時間の延長を伴うものを含む）は、それに対応した

利用料金の設定について、区長に承認を受ける必要があります。 

・開館時間の延長を行う場合は、近隣住民等への充分な事前周知を行うこと。 

 

[留意事項] 

・変更後は、利用料金収入見込を再計算する必要があります。 

 

■基準 
開館時間を延長する場合は、通常の開館時間（９時～２１時）の前後２時間ま

での範囲を限度とする。 

9 時           17(日 ・祝 ) 21 時 

7 時（最 大 ）                     23 時（最 大 ） 

■基準 

団体利用枠の年間平均稼働率が９割を超える場合、総コマ数の６割まで団体貸

切り利用枠を拡大することができる。 
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取組１－(2) 魅力的な自主事業の展開 

 

ア 自主事業に関する制限の緩和 

より魅力ある自主事業を展開するため、“自主事業の参加費は材料費等の実費相当分の

み”としていた制限、及び、“講師謝金は 5000 円程度”としていた目安を緩和します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 企業等との協働による事業の実施 

地元企業等の得意分野を活かした企画など、自主事業の幅を広げるため、民間企業等の協

力により事業を実施することができます。 
 

 

 

 

 

 

 

取組１－(3) 企業の施設利用 

民間企業等の施設利用については、地域との交流を目的として利用する場合や、自主事業

として地域の方々等を参加者として募る場合は、施設を利用できることとします。 
 

（例） 

・地域との交流を図るため、企業共催で、健康づくりのワークショップを開催する。 

 

[留意事項] 

・本項は、自主事業を参加費収入だけで運営できるようにするとともに、謝礼等を含めた

講師選定の制限を緩和し、事業企画の自由度を広げるという趣旨です。 

・しかしながら、新しい地域コミュニティグループの形成を本来の目的とする、地区セン

ター自主事業の趣旨を損なうことの無いよう、適正な参加費設定により、多くの住民が

気軽に参加できるようにしなければなりません。 

[留意事項] 

・企業が自社のための会議や研修等に施設を利用することは、地区センター条例で定める

設置目的に沿った利用を排除してしまう可能性があるため、認められません。 

■基準 

(ア) 参加費の設定について 

参加者の負担額は、当該事業にかかる経費の総額の範囲内で定めることがで

きる。ただし、地域コミュニティグループの形成という自主事業の趣旨を損な

わないよう、地域住民が気軽に参加できる額としなければならない。 

(イ) 講師謝金について 

講師の謝礼の額は、類似の事例等を踏まえ適切な額とするとともに、参加者

に過剰な負担を求めないよう留意すること。 

(ウ) 講師の選定について 

講師の選定にあたっては、地域の人材を活用することを基本とする。ただし、

事業企画の必要性からやむをえない場合は、これに拠らず講師を選定すること

ができるものとする。 

■基準 

(ア)地区センターの設置趣旨及び自主事業の趣旨等を逸脱しないこと。 

(イ)当該自主事業の内容が、参加企業等の営利に直接繋がらないこと。 
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２ 利用実態を踏まえた利用料金設定の工夫 

 

■現況 

地区センターの施設を利用する際の料金は、利用料金制に基づき、条例で定めた額の

範囲内で市長の承認を得て指定管理者が設定することになっています。 

現在、各地区センターの指定管理者が設定している実際の利用料金は、条例で定めた

上限水準の金額で設定されており、また、同じ部屋であれば、各時間区分の料金は同じ

金額となっています。 

 

■課題 

施設の利用状況としては、①夕方から夜間の利用が少ない、②体育室の利用が比較的

多く、料理室、和室の利用が少ないなど、時間帯や部屋ごとに稼働率の差が見られます。

一方、料金の設定は各時間区分とも同額で、その額も基本的に条例の上限水準となって

いるため、地域の利用動向と施設料金設定のバランスが、必ずしも取れているとはいえ

ない場合があります。 

 

■趣旨 

利用者ニーズに応じ利用料金制を積極的に活用し、条例で定めた上限金額の範囲内で

さらに効果的な料金設定の工夫をすることで、稼働率の向上や料金収入の増加につなげ

ていきます。 

 

[本項共通事項] 

・利用料金の変更等は、施設の利用の枠組みに関する重要な事項であり、特に次の点

に留意する必要があります 
 

①原則的に当該指定期間中の再変更は認められないので、利用動向を調査・分析し、

慎重に検討を行ったうえで実施すること。 

②センター委員会や利用者会議等に諮り実施内容を検討するとともに、実施に当た

っては、事前に３ヶ月間以上、利用者等への周知を行うこと。 
 

・値下げ・割引等により料金設定を変更した場合でも、利用料金収入見込み額は、当

初の額のまま変更しません。 
（当初見込から増収となった場合は指定管理者の収入となり、減収となった場合は指定管理者が負担することになります。）

 

・条例で定める金額の水準（当初料金）を超える利用料金の設定はできません。 
 

・利用料金の承認手続きは、「地区センターの利用料金及び利用料金の減免に関する

要綱」に基づき行ってください。 
 

・その他、共通基準に従うこと。 

※参考：利用料金の減免について 

・ここでいう割引は、利用料金として指定管理者が定めるものであり、減免ではありません。

・利用料金収入見込額は、団体利用の１割相当が減免になることを見込んで算出しています。

・公共性・公益性の観点から、減免を行う場合は、条例、規則及び減免要綱に基づき区の

承認を得た減免基準にしたがって、適切に行ってください。 
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取組２－(1) 時間帯別料金 

 

条例の上限額の範囲内で、曜日や時間区分ごとの個別の料金を設定することができます。 

 

 

 

 
 

 

（例） 

・利用者の少ない時間帯の料金を他の時間帯よりも引き下げることで、稼働率を向上させ、

利用料金の増収を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組２－(2) 部屋別料金 

 

施設の利用状況等を踏まえ、部屋ごとの料金を見直すことができます。 

 

 

 

 
 

 

 

（例） 

・稼働率が低い部屋の料金をこれまでの料金よりも安い料金にすることで、稼働率を向上

させ、利用料金の増収を図る。 

 

 

 

 

 

 

■基準 
料金を下げようとするコマの部屋別年間稼働率が３０％(※1)以下の場合に実施可

能とし、新たに設定する時間帯料金の下げ幅は、１５％(※2)以内であること。 

50％ 

午前 

500 円 

50％ 

午後① 

500 円 

25％ 

午後② 

500 円

50％ 

夜間 

[料 金] 

[稼働率] 

[時間帯] 

690 円

50％ 

午前 

690 円

50％ 

午後①

690 円 

50％ 

夜間 

590 円 

50％ 

午後② 

値値下下げげ！！   

3 時間（＝1 区分）につき 690 円  

690 円 

50％ 

会議室 

810 円

25％ 

料理室

[料 金] 

[稼働率] 

[施 設] 

690 円

50％ 

会議室

690 円

50％ 

料理室

値値下下げげ！！   

※1：３０％＝地区センターの目標とする年間稼働率６０％の半分の水準 

※2：１５％＝会議室（4.6 円/㎡）と調理室・音楽室（5.3 円/㎡）の差比として一般的に認知されている水準 

■基準 
料金を下げようとする部屋の年間稼働率が３０％以下の場合、実施可能とし、新

たに設定する部屋料金の下げ幅が、変更前料金の１５％以内であること。 

（現在の料金設定[例]） （新料金[例]） 

（現在の料金設定[例]） （新料金[例]） 
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 ９

 

 

取組２－(3) 回数割引料金 

 

回数券、ポイントカードなどの割引料金を設定することで、固定客の利用促進につなげること

ができます。 

 

 

 
 

 

 

 

 

取組２－(4) 期間割引 

 

キャンペーン、イベントなどの一環として特定の期間内に利用料金の割引を行うことができま

す。 
 

（例） 

・敬老月間に高齢者の利用を半額にする。 

 

■基準 
割引率は１５％以内で設定すること。 
(参考：例えば１０回分の料金で１１回利用できる回数券→10÷11＝約９％の割引率) 
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３ 新たなサービスの創出、新たな収入源の確保 

 

■現状と課題 

これまで地区センターは、地域の身近な活動の場として、一定の役割を担ってきまし

た。今後は、指定管理者制度の下、より魅力ある施設として、さらに多くの地域の方々

に利用してもらうことが求められています。そのためには、限られた条件の中で、指定

管理者の柔軟な発想を活かしながら、利用者サービスの向上に取り組んでいく必要があ

ります。 

 

■趣旨 

・指定管理者の創意工夫に基づく積極的な取組が行えるよう、一定の条件の下、施設の

空きスペース等の目的外使用について、柔軟に対応していきます。 

・施設を積極的に活用し利用者サービスを生み出すことで、利用者の利便性を向上させ

るとともに、新たな収入確保につなげられるようにします。 

・付加的なサービス等については、適切な受益者負担をいただくことで、公平性を確保

するとともに、指定管理者の創意工夫による取組を実施しやすくします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本項共通事項 

・施設の一部を占有的に使用して物販等を行う場合は、通常の地区センターの利用を

損なわないように行うこと。 

（施設の一部を占有的に使用する場合、行政財産の目的外使用許可が必要となります。） 
 

・ラケット、囲碁等の通常の貸出備品については、使用者に費用負担を求めることは

できません。 
 

・その他、共通基準に従うこと。  
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取組３－(1) 利用者サービスにつながる物販・飲食物の提供 

利用者サービス向上のため、飲食の提供その他の物販等により、収入を得ることができます。 

 
 
 
 

 

（例） 

・体育室利用者向けの卓球ボールやバドミントンシャトルの販売 

・利用者へのパンやコーヒーの販売 

・講演会の開催に合わせて、関連の図書を販売する。 

 

 

 

 

 

取組３－(2) カラオケ設備ランニングコストの使用者実費負担 

カラオケ設備の使用にあたり必要となる、通信費、ディスク購入費等の高額なランニングコス

トにいては、使用者に実費負担を求めることができます。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

取組３－(3) スポンサーシップ(企業協賛)による施設運営 

企業からイベントやプログラム作成等への協賛金を受け、自主事業を展開することができま

す。また、企業から施設維持の協賛金や備品、物品の提供を受け、管理運営を充実させること

ができます。 

 

 

 

 
 

（例） 

・自主事業で企業から協賛金を得て、事業を拡大し、より質の高い事業を展開する 

 

 

 

 

[留意事項] 

・利用者サービスにつながる物販、飲食物の提供のみが対象となります。 

・物販等による収入は「その他収入」の「雑入（物販等）」として施設の管理運営費に充当

するものとします。 

[留意事項] 

・協賛金や協賛品は、事業の充実、施設環境の充実のために還元してください。 

・協賛金は「その他収入」の「雑入（寄付）」として施設の管理運営費に充当するものとします。

・協賛品が備品の場合、原則Ⅰ類として整理し、また、事業報告の購入備品一覧に「寄付」

として載せるものとします。 

■基準 
物販等の価格は、調達経費等に基づく実費相当額とする。 

[留意事項] 

・通信カラオケで実費負担を徴収する場合は、日本著作権協会への申請を要する場合があ

るので留意してください。 

■基準 

実費負担額の積算根拠を明らかにし、部屋の利用料金とは明確に区分して処理

すること。 

■基準 
地区センターの設置目的を逸脱せず、利用者サービスの向上が図られるもので

あること。 
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取組３－(4) 施設を使用した広告の掲出 

 

施設の壁面や室内を利用した広告の掲出、ちらしやポスターなどへの広告掲載により、収入

を得ることができます。（行政運営調整局財産管理運用課・行政運営課 協議済み） 
 

 

 

 

 

 

（例） 

・自主事業のちらしとポスターに広告を掲出し、広告収入を得る。 

・施設の壁面や入り口の足拭きマットなどに広告を掲出し、広告収入を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組３－(5) その他のサービスの導入 

 

利用者サービスの向上及び利用者の利便性を図るため、指定管理者の創意工夫を活か

した新たなサービスを導入することができます。 

 

 

 

 

 
 

（例） 

・自主事業参加者への託児サービスの提供 

・電子マネーによる支払いの対応 

・団体が活動に必要な用具を保管するためのロッカーを設置する。  など 

 

 

[留意事項] 

・指定管理者は、区長から広告掲出場所の目的外使用許可を得て、目的外使用料を納付す

るとともに、広告主から広告収入を得る形になります。 

・屋外に広告物を表示、設置する場合は、「横浜市屋外広告物条例」に基づく許可が必要と

なるほか、地域のまちづくりルールで制限をしている場合があるので、留意すること。

・具体的な実施方法、手続等は、各区地域振興課と相談してください。 

・広告収入は「その他収入」の「雑入（広告収入）」として施設の管理運営費に充当するも

のとします。 

■基準 
施設を使用した広告の掲出事業にあっては、その場所、方法、広告料、広告物の

内容等について、横浜市広告掲載要綱・基準等に基づき、区と予め協議の上行うこ

と。 

■基準 
サービスの提供に対し料金を設定する場合は、調達経費等に基づく実費相当額と

する。 
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